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原告の請求をいずれも棄却する。9

訴訟費用は原告の負担とする。
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1 麻布税務署長が令和 2年11月25日付けで原告に対してした平成29年分

の所得税及び復興特別所得税に係る更正処分のうち、課税される所得金額のう

ち総所得金額が 3億78.4 8万247 8円を超える部分及び納付すべき税額が

マイナス 81 7万0706円を超える部分並びに同更正処分に伴う過少申告加

算税の賦課決定処分（ただし、いずれも令和4年3月23日付け裁決により一

部取り消された後のもの）をいずれも取り消す。

2 麻布税務署長が令和2年11月25日付けで原告に対してした平成 30年分

の所得税及び復興特別所得税に係る更正処分のうち、課税される所得金額のう

ち総所得金額が2億3489万0020円を超える部分及び納付すべき税額が

マイナス 6661万4582円を超える蔀分並びに同更正処分に伴う過少申告

加算税の賦課決定処分をいずれも取り消す。・

事案の概要等

原告は、複数の預金口座において外国通貨（以下「外貨」という。）である

•米国ドル（以下単に「ドル」という。）及びユーロを保有していたところ、平

．成29年から平成 30年にかけて、米国に所在する不動産をドル建てで購入す

るなどの複数の外貨建取引を行った•O原告は、これらの取引につき、為替差益

に係る所得はないとの前提で平成29・年分及び平成 30年分（以下「本件各年・

分」という‘。)の所得税及び復興特別所得税．（以下「所得税等」という。）の確

定申告を行ったが、麻布税務署長は、それらの外貨建取引につき為替差益が生

じており、当該為替差益が雑所得に該当するとして、本件各年分の所得税等に

ついて各更正処分及び過少申告加算税の各賦課決定処分をした。

本件は、原告が、上記各処分が違法であると主張して、各更正処分の一部及

び各賦課決定処分の取消しを求める事案である。 ． 

関係法令の定め

関係法令の定めは、別紙 1のとおりである

ー
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（なお、 各別紙中で定義した略称
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は、本文中においてもこれを用いる。）。

3 前提事実（争いのない事実、掲記の証拠及び卦論の全趣旨によって容易に認

められる事実。なお、枝番号のある書証は、特段の記載のない限り、今｀枝番号を

全て含む。以下同じ。）

(1) 原告が保有していた外貨建預金口座

原告は、平成 17年から平成 28年までに、次のアからクに記載した各金
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16 

融機関において、原告名義の外貨建預金口座（以下、これらを併せて「本件

外貨建預金口座」という。）を順次開設し、本件各年分において同各口座で

ドル及びユーロを保有していた。

ア金融機関：株式会社'’’'銀行（以下'’’’’銀行」という。）．

・店（口座番号：-)（以下「本件口座」という。）

． 保有外貨：ドル及びユーロ（乙 1)

イ 金融機関：-'組行株式会社'’トロ座番号：

保有外貨：ドル．（乙 2). -

ウ 金融機関：株式会社1111銀行＇・支店（口座番号：

保有外貨：ドル（乙 3)

工金融機関：一銀行株式会社'’|（口座番号：

保有外貨：ドル（乙 4)

Bank,■ オ金融機関：

20 

保有外貨：ドル（乙 5)

力 金融機関： Bank,■・ 
号： ） 

‘ 
25 

Acc・ount)（口座番号

A・ccount)（口座番

保有外貨：ドル（乙 5)

キ 金融機関株式会社'’’’’卜行'’’'卜店（口座番号：＇’’’’|

｀ ■l)' 
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保有外貨：ドル（乙6)
..• 

ク 金融機関：

..-■-
番号：

保有外貨：ドル（乙 7)

5 • (2)原告が本件外貨建預金口座を介して行った取引

．原告が本件外貨建預金口座を介してしたドル建て又はユーロ建ての外貨建

取引の内容及び経過並びに各取引後の残高等は、別表2:....1及び2-2の①

), Ltd. （口座

10 
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から⑥のとおりである。・

(3) 各不動産の購入に至る経緯

ア ドルの借入れ ．． 

原告は、平成29年9月 I・5日から平成30年7月 IO日にかけて、下

記（ア）から（エ）のとおり．、一銀行から、資金使途を「設備資金」とし

て、ドルを 4回にわたって借り入れた（以下、下記（ア）から（エ）の各借入れ

を順に「本件借入れ①」から「本件借入れ④」といい、これらを併せて「本・

件各借入れ」という。また、本件各借入れに係る各借入金を「本件各借入

金」という。）。本件各借入金は、いずれも原告が指定した本件口座に入．

金された。 ． 

（ア）本件借入れ①（別表 2• ー 1・・順号 1 0 1.) 

20 

4
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借入年月日：平成2・9年9月15日

借入金額： 3．.70万2427. 00ドル―

（イ）本件借入れ②（別表2-1ー，順号 12 3) 

借入年月日：平成 30年2月9日

・借入金額： 620万 6952. 00ドル

（り）本件借入れ③（別表 2-1・順号 14 2) 

借入年月日：平成 30年4月 16日

借入金額： 21 5万4000. 00ドル

ヽ.・ 4 
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（エ）本件借入れ④（別表 2•-1・，順号 16 3) 

借入年月日：平成30年 7月 1.0日

借入金額： 22 0万5000. 00ドル

ィ・原告が行った各不動産取引
1, 

5 原告は、平成29年 10月4日から平成30年7月10日にかけて、下

記（了）から（エ）のとおり、米国に所在する 4つの不動産（以下、併せて「本

件各不動産」という。）．の取得費用の支払として、 ｀ り本件口座

から送金を行い（以下、下記（ア）から（エ）の各送金を順に「本件送金①」か

ら「本件送金④」といい、これらを併せて「本件各送金」という。）、本件

10 各不動産を購入した（以下「本件各不動産取引」という。）。

（ア）本件送金①（別表2-1・順号109から 1・1 2) 

：．・：．．・．．． ...... 
. : : ·..• 
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20 

•' 
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送金年月日：平成29年10月4日 ・

・送金金額：． 36 9万28 00. 0_5ドル

＜購入した不動産＞

•一—•999所在地：

（イ）本件送金②（別表2-1・順号 12 6及び 12 7) 

送金年月日：平成30年2月 1.3日

．送金金額： 61 1万6982. 00ドル

＜購入した不動産＞

所在地：

（り）本件送金③（別表2-1・順号14 3及び14 4) 

送金年月日：平成30年4月16日

送金金額： 225万49 7.6. 5 0ドル

＜購入した不動産＞

所在地：

5
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（エ）本件送金④（別表2-1•各順号164及び 1 6 5), 

送金年月日：平成30年7月10日

‘v 

5
 

送金金額： 230万6678.. 38ドル

＜購入した不動産＞

・一

・・所在地：

(4) 本件訴訟に至る経緯

ア確定申告

原告は、麻布税務署長に対し、本件各年分の所得税等について、別表 1

-1及び1-2の各「確定申告」欄のとおり記載した各確定申告書をいず

．． .. :. :.. 
.: : >.. ・...

•• 
15 

.' 

10 れも法定申告期限内に提出した（以下、平成29年分に係る確定申告書を

「平成29年分確定申告書」といい、平成 30年分に係る確定申告書を「平

成30年分確定申告書」という。甲 •1 、 2) 。

なお、上記各確定申告書において、雑所得の金額は0円とされた。

イ 更正処分等． 
麻布税務署長は、原告の本件各年分の所得税等について税務調査（以下‘

「本件調査」という。甲 5) を行った結果、本件各年分に行われた別表 3-•

1、3-2及び3-3の各取引（以下「本件外貨建取引」という。なお、

｀
 

本件外貨建取引の存在については争いがない。）につき、同各表の⑧欄記

載のとおり、本件各年分に係る各確定申告に含まれていない為替差益（以

下「本件各為替差益」という。）が実現しており、本件各為替差益は雑所

得に該当するとして、令和 2年11月25日付けで、本件各年分の所得税

及び復興特別所得税の各更正処分並びに過少申告加算税の各賦課決定処分

をした（甲 3、4)。

ウ審査請求

25 原告は、国税不服審判所長に対し、令和 3年2月25日付けで、上記ィ

の各更正処分及び各賦課決定処分の一部の取消しを求めて審査請求をした。

20 
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国税不服審判所長は、令和4年 3月2.3日付けで、原告の本件各年分の

所得税等において、本件外貨建取引により生じた本件各為替差益が雑所得

の金額の計算上、総収入金額に算入されることを前提として、所得税法 5

7条の3第1項の規定に従い為替差益の額を算定する場合、当該算定にお

5 いて円換算の為に使用する為替レートは、原告の主たる金融機関が適用す

る為替レートを使用して算定することが合理的であるから、本件外貨建取

引ごとにその各取引金融機関が適用する各為替レートを使用して為替差

益の額を算定した上記イ，の各更正処分及び各賦課決定処分には一部誤り

があるとして、平成29年分の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処

10・ 分につき、それぞれ一部を取り消し、その余の原告の請求を棄却する旨の・

.. ．ヽ．．．・．..... ．．， ．．．．． ....... 
•••• 
•• .. 

裁決（以下「本件裁決」という。甲5)をした。

なお、以下においては、本件裁決による取消し後の平成29年分の更正

処分を「平成29年分更正処分」といい、平成30年分の更正処分を「平

成30年分更正処分」といい、これらを併せて「本件各更正処分」という。

15 また、本件裁決による取消し後の平成29年分の過少申告加算税の賦課決

定処分及び平成30年分の過少申告加算税の賦課決定処分を併せて「本件

各賦課決定処分」といい、本件各更正処分と本件各賦課決定処分を併せて

「本件各更正処分等」という。

、エ 原告は、令和4年9月16日、本件訴えを提起した（顕著な事実）。

20 4 本件各更正処分等の根拠及び適法性に関する被告の主張

本件各更正処分等の根拠及び適法性に関する被告の主張は、別紙2のとおり

奮

である。

5 争点

(1) 本件各不動産取引によって原告に為替差益に係る所得が発生し、実現した

25 といえるか（争点 1)・。なお、原告は、本件外貨建取引のうち本件各不動産

取引以外の各取引については、原告に為替差益に係る所得が発生し実現した

7
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こと及びこれが雑所得に当たることを争っていない。

(2) 為替差益の額を算定する際の外貨の取得時の円換算額の算定方法（争点 2)

6 争点に関する当事者の主張

・（1) 争点 1,.(;本件各不動産取引によって原告に為替差益に係る所得が発生し、

• 5 実現したといえるか）について

・（被告の主張）

ア 外貨建取引に係る為替差益については、邦貨を基準として所得の発生・

•実現を判断すべきであること

所得税法は、包括的所得概念を採用・し、経済的利益について、原則とし

10 、て外部から流入しない経済的価値や保有資産の増加益等の未実現利益を除

き、人の担税力を増加させる利得の全てを所得として認識し、課税の対象

．．
 

．
 

．
 ．
． ．
 

．．． ．．
 ．．
 
. ·•..... ...... 
．ヽ． 疇隻． ． 

15 

としている。

そして、経済的価値を収入として認識するためには、認識する対、象を客

観的数値（貨幣価値）に係る一つの基準によって測定せざるを得ないので

•あり、我が国における貨幣価値を法定通貨の単位である円（邦貨）により

一律に測定することは、所得税法が当然に予定していると解される。この

ことは、換算規定として同法 57条の 3第 1項が置かれ、同項において、

外貨建取引を行った場合の所得金額の計算について、 「当該外貨建取引の

．▲ 

25 

金額の円換算額」によると規定していることからも明らかである。

20 よって、外貨建取引に係る為替差益についても、邦貨を基準として所得

の発生・実現を判断すべきである。

•イ 本件各不動産取引に係る為替差益について

外貨建取引における為替差益につき所得が実現したといえるためには、

それが未実現利益ではなく、当該外貨建取引の収入の原因たる権利が確定

的に発生したといえる必要があるところ、外貨建預金をもって外貨建取引

により資産を購入した場合には、当該外貨の為替変動リスクの影響を受け

8
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25 

ない新たな経済的価値が外部から流入したことにより、それまでは評価差

額にすぎなかった為替差益に相当するものが所得税法 36条 1項の「収入

すべき金額」として実現したものと考えられるため、当該経済的利益（為替

差益）は、所得として認識しなければならない。

これを本件各不動産取引につし、てみると、本件各不動産取引によって、そ

れまでの保有資産のうち本件各不動産の取得に要したドルの占めていた部

分が、新たに保有することになった本件各不動産に置き換わり、それ以降、

ドルの為替変動リスクによってその円換算額が影響されない価値として保

有されることが確定する。

そうすると、ドルの為替変動リスクを負っていた間の円換算額の増減分

の価値、すなわち、本件各不動産取引時点における為替レートによる本件

各不動産の取得価額の円換算額から、その取得のために要したドルの取得

時の円換算額を控除した差額に相当する経済的価値の流入が生じ、その経

済的価値こそが、本件各不動産取引から生ずる為替差益にほかならないか

ら、当該為替差益は、各取引の時点においてその収入の原因となる権利が

確定し、実現したといえる。

そして、本件各不動産取引によって発生、実現した為替差益の額を計算

・すると、別表3-1の順号1:o ・9から 11・2並びに 3-.2の順号12 6、

1 2 7、14 3、144、16 4及び 16 5の各⑧欄（「本件各為替差益

20 （円）」）欄の金額となり、これらの金額が、本件各年分における所得として

•発生し、実現したものといえる。

（原告の主張）

ア．外貨建取引では邦貨を基準に所得の発生を判断すべきでないこと

所得の発生の判断において、邦貨と外貨のいずれを基準とすべきかにつ

いて、所得税法は、何らの定めを置いていない。同法 57条の 3第 1項は、・

飽くまで所得が発生・実現する場合を前提に、所得金額の円換算方法を規

，
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定したものであり、所得の発生の基準を邦貨とする規定ではない。

租税法は、経済活動（経済現象）を課税の対象としているところ、経済

活動は、一次的には私法によって規律されているものであるから、租税法

律主義の目的である法的安定性を確保するためにも、課税は、私法上の法

5 律関係に即して行われるべきである。そして、私法上、外貨建取引が行わ

れる場合、外貨を基準として所得の発生を判断することが、私法上の法律

関係に即しており、外貨を邦貨に換算した上で所得が発生したかを判断す

10 

ることは、当事者間の意思に反し、私法上の法律関係に抵触する。

さらに、外貨建取引につき、外貨を邦貨に換算した上、邦貨を基準とし

て所得が発生したかを判断すると解した場合、納税者には何ら経済的利得

... -... ..... 
,. 

●.....  ..... 
● ● .. .  

-•. ． 
15 

はなく、かつ、現金収入もないにもかかわらず、単に為替レートに変動が

あったことのみを理由として納税を迫られる結果となる。この結果は、租

税公平主義又は租税平等主義に反する。

現に、国税庁の外貨建債券の償還に係る質疑応答事例（甲 8)及び外貨・

建仕組債の円貨償還に係る文書回答事例（甲 9)では、外貨を基準として

所得の発生の有無を判断する旨の解釈が示されている。

イ 本件各不動産取引における所得の発生・実現について

所得税法 36条1項は所得の実現について権利確定主義を規定してい

るところ、権利確定主義における「権利の確定」があったといえるために

20 •は、①当該権利が発生したこと及び②当該権利の実現の可能性が増大した

25 

ことを客観的に認識できるようになったことが必要である。 ― 

．（ア）権利の発生について

所得とは、人の担税力を増加させる経済的価値と解されるところ、原

告は、本件各借入れによって一時的に調達したドルを使用して本件各不

動産を取得したにすぎず、本件各不動産の取得によっても、原告個人の

資産として計上される資産の勘定科目が手段である外貨預金から本来

10 



しに

の目的である不動産に変化しただけであり、取引の前後で原告の純資産

の増加はなく、資産状況に実質的な変化はないから、新たな経済価値は

｀
 

'・ 

5
 J 

流入しておらず、人の担税力を増加させる経済的価値は生じていない。

被告は、本件各不動産取引によって、取引前に保有していたドルが為

替変動リスクの影響を受けることのない不動産に置き換わったなどと

して、当該為替差益に係る新たな経済価値の流入があったなどと主張す

るが、本件各不動産はドル建ての資産であり、原告は、本件各不動産取

10 

引後においても、本件各不動産につき引き続き為替変動リスクを負って

いるのであるから、被告の主張は、前提を欠く。

したがって、本件各不動産取引につき、為替差益に係る所得は発生し

9
 

.
 

.... 

.. .
.
.
 

．． 

．
 

．．
 

•~ 

... 
．．． ．
 

｀

・

•. • : • ̀  • :' ... 
今 -16

20 

ていない。

（イ）権利の実現について

本件各借入れは、本件各不動産を取得する目的で行われたものであり、

原告は、当該目的に従い、本件各借入れによって一時的に調達したドル

を使用して本件各不動産を取得したものである。そうすると、本件各不

動産の取得は、当初から想定されていた取引にすぎず、本件各不動産の

取得のタイミングでドルからドル建て資産に転換しただけであって、為

替差益に係る所得の実現可能性が高まったものではない。

したがって、仮に、本件各不動産取引によって為替差益に係る所得が・

発生していたとしても、本件各不動産取引から為替差益に係る所得が実

現したとはいえない。 ．．；眉

なお、このように解したとしても、本件各不動産を譲渡する際に為替

差益について課税することが可能であり、課税漏れ等の課税上の問題が

` 
生じることもないし、また、このような帰結は、企業会計基準において

25 外貨建債券等に係る受取外貨額を、円に転換することなく当初から予定

されていた外貨による資産の取得に充てた場合、当該換算差額は繰り延

l1 



べるとの取扱いが規定されていること（日本公認会計士協会「外貨建取

`
 

5
 

引等の会計処理に関する実務指針（令和元年 7月4日改訂）」（以下「本

件実務指針」という。）。甲 14)や、所得税基本通達57の3-2の

注書きの 4が「本邦通貨により外国通貨を購入し直ちに資産を取得し若

しくは発生さ迂る場合の当該資産、又は外国通貨による借入金に係る当

該外国通貨を直ちに売却して本邦通貨を受け入れる場合の当該借入金

については、現にその支出し、又は受け入れた本邦通貨の額をその円換

算額とすることができる。」としていることとも整合する。

(2) 争点2（為替差益の額を算定する際の外貨の取得時の円換算額の算定方法）

・ 10 ・ ． につVヽて：

ヽ．
 

．．
 

．
 

... ．
． ．．
 ． 

．．．．． ．．．．． 
. : ・: ． 

（被告の主張）

ア 所得税法は、 2回以上にわたって取得した同一銘柄の有価証券で雑所得

又は譲渡所得の基因となるものを譲渡した場合に係る有価証券の取得費等

の計算に関して、総平均法に準ずる方法を採用している（所得税法施行令

15..  1 1 ~条 1 項）。

• 有価証券は、その種類や銘柄の異なるものが一定数存在するものの、一

般的な動産である商品や製品とは異なり、物理的な劣化による価値の減少

が想定されない上、同一銘柄の有価証券は代替性を有し、その取得時期や

取得費等が異なっても資産としての物的性格は基本的に変わらないと考え

20 られるので、これらを等価とみて単価を平均する評価方法を適用すること

としたものと解される。

外貨は、有価証券と同様、種類の異なるものが一定数存在するものの、

物理的な劣化による価値の減少が想定されない上、同一種類の外貨は代替

ヽ
性を有し、取得に要する費用が異なっても資産としての物的性格は基本的

25 に変わらないと考えられるから、為替差益の額を算定する際の外貨の取得

時の円換算額の算定においても、有価証券の例にならい、単価を平均する

..1.2'' 
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25 

ィ

総平均法に準ずる方法を適用するのが最も合理的である。

したがって、本件各為替差益に係る外貨..:..単位当たりの取得時の円換算

額の算定においても、総平均法に準ずる方法によるべきである。

原告は、暗号資産の取得価額の計算に関する所得税法施行令11 9条の

2第2項を根拠として、本件各不動産取引に係る為替差益につき個別法を．

用いるべきである旨主張するが、同項に規定された「一時的に必要な」取

得とは、全世界的に本邦通貨又は外貨と直接交換することができない暗号

資産を取得するために必要となる他の暗号資産の取得といった、梱めて限

定的な取引を対象とするものである。 ＂、

そして、本件各不動産は、 ドルと直接交換できるものであり、本件各借

入れに係るドルの取得は、本邦通貨又は外貨と直接交換することができな

い資産を取得するために必要なものとはいえないことや、原告は、本件各

借入れの直前において本件各借入金の総額の4倍以上ものドルを保有して

いたことなどからすると、本件各借入れに係るドルの取得は、同項の「一

、時的に必要な」取得に当たらない。

さらに、所得税法施行令11 9条の 2の施行日は平成3'_1年4月 1日で

．あり、同条の規定は本件各年分の当時施行されていなかったのであって、

本件各年分に行われた本件各不動産取引に関して、同条の規定を根拠にす

ることはできない。 囀 • .-.  • • • 

したがって、原告の主張には理由がない。

（原告の主張） ． 

ア 所得税法施行令 11 9条の 2第2項は、暗号資産の取得価額の計算に関

し、暗号資産を購入する際に、その暗号資産がいずれの暗号資産交換業者

、においても邦貨及び外貨と直接交換することができないことから、これら

と直接交換することが可能な他の暗号資産を介在して取引を行うため、一

時的に当該他の暗号資産を有することが必要となる場合、一時的に必要な

13 



暗号資産の譲渡原価の計算における取得価額は、個別法（当該暗号資産に

＇ 

ついて、その個々の取得価額をその取得価額とする方法）により算出する

旨を定めている。

同条は、・暗号資産取引の中には、暗号資産宏介してのみ取引ができるも

5 のが存在しており、その取引を行うために一時的に暗号資産を保有するこ

ととなる場合に、従来保有している暗号資産に加えてこのような一時的に

保有する暗号資産を含めて取得価額を平均化してしまうと、従来保有して

いる暗号資産の取得価額を正確に把握することができなくなるおそれがあ

10 • 
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15 

るといった趣旨から規定されたものである。・

イ そして、所得税法上、外貨と暗号資産は、いずれも不特定の者に対して

使用することができる財産であり、かつ、譲渡所得の基因となる資産に該

当しないという共通した性質を持つものであるところ、為替差益の額を算

定する際の外貨の取得時の円換算額の算定においても、取得価額を平均化

することが実態に合わないといえるような場合には、所得税法119条の

2第2項が採用する個別法によることが相当である。

具体的には、当該外貨が①特定の資産に対する交換手段として限定され

，た保有であり（目的拘束性）、②その保有が一時的であること（時間的接

着性）が具体的に特定されている場合には、個別法によることが相当であ

る。

20 ウ 当てはめ

本件各借入れは、原告が本件各不動産の取得のために~行に対
しそれぞれ融資の依頼をしたものであり＇、借入れの目的は「設備資金」、

すなわち、本件各不動産の取得であることが明記されており、原告は、1
Ill銀行との契約上、本件各借入金を本件各不動産の取得のために用い

25 ることが義務付けられていた。そして、本件各借入れの後、本件各借入金身

を原資として本件各不動産の取得に要する費用の支払が速やかに行われた。

14 



これらの事実からすれば、本件各借入れは、①目的拘束性、②時間的接

着性の要件を満たしている。

したがって、本件各不動産取引に係る為替差益の算定に当たっては、ド

ルの取得時の円換算額の算定につき、個別法を用いるべきである。

5 第3 当裁判所の判断 ． 

10 

• ・．．．・．...~. ．． .. ·•... ．．貪..
•••• ． ．． 

1 争点1（本件各不動産取引によって原告に為替差益に係る所得が発生し、実

現したといえるか）について

(1) 為替差益に係る所得の把握において基準とすべき通貨について

ア 所得税法は、包括的所得概念を採用し、およそ人の担税力を増加させる

経済的利得の全てを所得．として構成するものとしているところ、外貨の為

替レートの変動に基づく利益である為替差益も、人の担税力を増加させる

経済的利得に当たるから、所得を構成するものといえる。

イ また、為替差益による所得を把握するためには、対象となる貨幣価値を

基準となる通貨単位で測定する必要があるところ、所褥尋税法が我が国にお

15 ける法定通貨である邦貨（円）を基準として課税の範囲や税額の計算方法

を定めていることや、同法 57条の 3第 1項が外貨建取引の金額の円換算

額は当該外貨建取引を行った時における外国為替の売買相場により換算し

た金額として所得の金額を計算する旨規定していることなどからすると

同法は、邦貨を基準として（すなわち、円換算することにより）、所得を測

20 定することを当然に予定しているといえる。

したがって、為替差益による所得の把握においても、邦貨を基準とすべ

きであり、外貨を円換算することによってその所得を把握するのが相当で

ある。

ウ 、この点に関し、原告は、・外貨建取引について邦貨を基準として為替差益

25 に係る所得を把握することは当事者間の意思に反する：私法上の法律関係

に抵触するなどと主張するが、課税の基準とすべき通貨をどのように定め

15 
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20 

るかは、取引の当事者の意思に委ねるべき性質のものではないし、また、．

邦貨を基準として為替差益に係る所得を把握したとしても、当該外貨建取

引に係る契約内容に何ら変更等が生じることはなく、私法上の法律関係に

抵触するものではないから、原告の主張には理由がない。

為替差益に係る所得の発生ないし実現について

ア為替差益につき、 「収入すべき金額」 （所得税法 36条1項）に該当す

るためには、当該為替差益に係る経済的利得が何らかの形で実現すること

が必要である。例えば、単に外貨を保有し続けている状況において、為替

レ．ートの変動により当該外貨につき為替差益が生じたとしても、そのこと

だけでは、当該為替差益は所有資産の価値の増加（評価差額）にすぎず、

未実現の利得であって、 「収入すべき金額」に該当しない。

もっとも、当該外貨につき為替差益が生じている状態において当該外貨―

を用いて不動産等の資産．を購入した場合、すなわち、当該資産．の取得等の

ために払い出された外貨の払出時における円換算額から当該外貨の取得時

の円換算額を控除した差額が正である場合には、当該外貨が当該資産に置

き換わったことにより、当該為替差益に相当する経済的価値が確定し、所

得として実現したといえる。仮に当該資産の購入時に当該外貨を新たに取

得して（すなわち、．その時点で円を当該外貨に両替して）当該資産を購入

する場合には、当該為替差益を含む金額の円が必要となるのであり、

外貨は当該為替差益分を含む経済的価値を有し．、

産を購入したと認められることからも、上記のように、当該為替差益に相

当する経済的価値が確定し、所得として実現したということができる。

したがって、当該為替差益は、 「収入すべき金額」に該当する。

この点に関し、原告は、外貨建借入金について同一の金融機関、同一の

通貨、同一の金額等で借換えを行う場合には為替差益に係る所得を認識し

ないとじた国税不服審判所平成28年8月8日裁決（甲 1l)や、外貨建

当該

その価値によって当該資

イ
・し

25 

16 



ヽ

債券の償還の場面で券面額と同一の金額が同一の外貨で支払われる場合に

つき為替差益に係る所得を認識しないとした国税庁の質疑応答事例（甲 8)

等を挙げ、資産状況に実質的な変化がない場合は、為替差益に係る所得は

5
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25 

実現しないとした上で、・外貨で外貨建ての不動産を購入する場合には、当

該不動産は取引後も引き続き為替変動リスクを負っているのであるから、•
資産状態に実質的な変化はないなどとして、所得は実現していない旨主張

する。•

しかし、・上記裁決及び質疑応答事例に係る各事例は、各取引の前後にお

•いて、資産の保有形態等に形式的な変化はあるものの、当該資産が同ーの

為替変動リスクにさらされているという状態に変化はなく、実質的な変化

がないと評価できるものである一方、不動産は、周辺の地価や取引相場、

物価の変動等による価値の変動が生じ得るものであり、外貨（為替変動リ

スク）から独立した価値を有しているから、外貨が不動産に置き換わった

ことは、．資産状態に実質的な変化がないとはいえない。 ． 

したがって、外貨で不動産を購入する場合と、••上記裁決及び上記質疑応

答事例に係る各事例とを同列に考えることはできない。

・ウ また、原告は、①企業会計基準である本件実務指針（甲 14)の取扱い

や、②所得税基本通達57の3-2の注書きの4の規定を根拠として、当

初から資産の購入を予定して借入れを行い、借入れ後に資産を購入する場

2o 合には、同一通貨ベースでの連続した一つの取引と考えることができるか

ら、当該取引による為替差益に係る所得は実現していない旨主張する。

しかし、上記①については、法人税法は、収益の額等につき．、別段の定

めがある場合を除き、一般に公正妥当と認められる会計処埋の基準による

としている（同法 22条4項）のに対し、所得税法には同様の規定は置か

れておらず、本件実務指針の取扱いが所得税法の法解釈を拘束する根拠は

ないというべきである。

17 
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そして、上記②については、所得税基本通達57の3-2の注書きの4

は、 「本邦通貨により外国通貨を購入し直ちに資産を取得し‘若しくは発生

させる場合の当該資産、又は外国通貨による借入金に係る当該外国通貨を
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直ちに売却して本邦通貨を受け入れる場合の当該借入金については、現に

その支出し、又は受け入れた本邦通貨の額をその円換算額とすることがで

きる。」と定めるところ、これは、外貨建取引の直前又は直後において外

貨と邦貨との交換がされた場合には、一般に、為替差損益がほとんど発生

していないことを踏まえ、簡素化の観点から、実際に外貨と交換した邦貨

の額を円換算額とするとの例外的な取扱いを認めたものと解され、本件各

不動産取引のように、取引の直前又は直後において外貨と邦貨との交換が

されていない事例において参考になるものではない。

(3) 本件各不動産取引について

本件各不動産取引は、本件口座に保有していたドルを用いて外貨建取引に

より不動産を購入＇する取引であるところ（前提事実 (3))、上記（1）、 (2)におい

て説示したとおり、仮に各取引時において為替差益が生じている場合、すな

'わち、本件各不動産の取得等のために払い出されたドルの払出時における円

換算額から当該ドルの取得時の円換算額を控除した差額が正である場合は、

当該差額（当該為替差益）に係る経済的利得が実現したものとして、当該為

20 

替差益は、所得と•して実現しており、雑所得の金額の計算上、 ー「収入すべき

金額」に該当する。

なお、実際の本件各不動産取引による為替差益の有無及び額については、

争点2 （為替差益の額を算定する際の外貨の取得時の円換算額の算定方法）

についての検討を経る必要があるから、争点 2に係る判断の後に改めて検討

する（後記3)。
25 2 争点 2 （為替差益の額を算定する際の外貨の取得時の円換算額の算定方法）

について．

18 
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ヽ

25 

本件外貨建取引に伴い発生した各為替差益に相当する経済的利得の価額は、

各取引のために払い出された外貨（ドル又はユーロ）の払出時における円換

算額から当該外貨の取得時の円換算額を控除した差額として算定されるが、

本件外貨建預金口座への外貨の預入れは複数回にわたっており（前提事実(2)

・別表2-1及び2-2参照）、当該外貨の預入れごとに為替レートが異な

るため、当該外貨の取得時の円換算額をどのように算定するかが問題となる。

このように、預入れ時の為替レートが異なる外貨が混在している場合にお

いて、払い出す外貨の取得時の円換算額をどのように算定するかについては、

． 法において直接の定めはないものの、外貨の性質等を考慮し、基本的には、

法定評価方法の中から、適用すべき評価方法を採用するのが合理的である。

(2) 所得税法は、 2回以上にわたって取得した同一銘柄の有価証券で雑所得又

は譲渡所得の基因となるものを譲渡した場合に係る有価証券の取得費等の計

算に関して、総平均法に準ずる方法を採用しているところ（所得税法施行令'’

11 8条1項）、これは、有価証券はその種類や銘柄の異なるものが一定数

存在するものの、一般的な動産である商品や製品とは異なり、物理的な劣化

による価値の減少が想定されない上、同一銘柄の有価証券は代替性を有し、

その取得時期や取得費等が異なっても一単位ごとに認められる権利や性質、

価値などは基本的に変わらないと考えられるので、これらを等価とみて単価

を平均する評価方法を適用することとしたものと解される。'

そして、外貨も、有価証券と同様、種類の異なるものが一定数存在するも

のの、物理的な劣化による価値の減少が想定されない上、同一種類の外貨は

代替性を有し、取得費等が異なっても一単位ごとに認められる権利や性質、

価値などは基本的に変わらないと認められ、有価証券の上記の性質と同様の

性質を有するといえるから、 2回以上にわたって取得した同一種類の外貨に

ついて、為替差益の額を算定する際の取得時の円換算額の算定においては、

有価証券と同様に、・単価を平均する総平均法に準ずる方法を適用するのが最

'19 



の算定においても、総平均法に準ずる方法によることが相当である。

(3) 原告は、暗号資産の取得価額の計算に関する所得税法施行令 11 9条の2

5 第 2項を根拠として、本件各不動産取引に係る部分については、外貨の取得・

時の円換算額の算定において個別法を用いるべきである旨主張する。・

ア 確かに、暗号資産は、外貨と同様に、物理的な劣化による価値の減少が

想定されず、同一の種別である限り代替性を有し、取得価額が異なっても、

ー単位ごとに認められる権利や性質、価値などは変わらないといえるため、

10 
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も合理的である。

したがって、本件各為替差益に係る外貨ー単位当たりの取得時の円換算額

外貨と類似の性質を有するということができる。

もっとも、所得税法施行令11 9条の 2が、暗号資産の取得価額の計算

につき、取得価額を平均化する方法（総平均法又は移動平均法）を原則と

しつつも（同条1項）、例外として、・「暗号資産を購入し、若しくは売却

し、又は種類の異なる暗号資産に交換しようとする際に一時的に必要なこ

15 れらの暗号資産以外の暗号資産を取得する場合におけるその取得」につき、

平均化の対象に含めないものとしたのは（同条2項）、＇暗号資産の中には、

全世界的に通貨（外貨を含む。）との交換ができず、特定の暗号資産との

み交換できるものがあるところ、このような暗号資産の交換等のために一

時的に必要となった暗号資産を含めて取得価額の平均化をすることは実態

20 に合わないためであると解される。したがって、同項の規定が適用される

のは、暗号資産の中でも、全世界的に通貨との交換ができないという限ら

れた暗号資産の交換等の場面に限定されると解される。 （以上につき、・乙

2 3、32参照）

イ これを本件各不動産取引についてみると、まず、本件各不動産は、通貨

25 （ドル）と一般的に交換可能である。

そして、原告は、本件借入れ①の直前である平成 29年8月31日にお

20 
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いて、本件外貨建預金口座に 59 0 i万8616.04．ドルを保有していた

ところ（別表 2-1・順毎10 0の⑤欄参照）、この金額は、原告が本件

各不動産の取得のために行った本件各送金の総額14 3 7万 1436.,.9

3 ドルの 4 倍を超える金額である（前提事実(2) 、 (3)) 。•しかも、．本件各証

5 拠によっても、原告が本件各借入れ前に保有していたこれらのドルをもっ

て本件各不動産を購入することができなかったとの客観的な事情は見当た
ヽ

10 

らない。

そうすると、本件各借入金につき、本件各不動産取引のために「一時的

に必要」なドルの取得であったということはできない。

ウ 原告は、所得税法施行令 11 9条の 2第 2項の「一時的に必要な」の解

釈等に関し、①本件各不動産取引の前から原告が本件各不動産を購入する

・．．．・．
・ヽ..
•. •. ..... 

．．．．． .... .. ．． 
15 

に足りるドルを保有していたことは「一時的i•こ必要な」取得に該当するか

否かの判断に影響を与えない、②'’’’'銀行との契約上、本件各借入金

を本件各不動産の取得のために用いることが義務付けられていた、③原告

が本件各借入れ前から保有していたドルは、外国為替投資事業の結果とし

て保有していたものであり、不動産事業とは区別する必要があり本件各借・

入れの必要があったなどとして、本件各借入れが同項の「一時的に必要なJ

・・ ドルの取得である旨主張する。•

しかし、暗号資産 (A)を購入するために暗号資産 (B) を購入する場・

20 合において；当該暗号資産 (B)の購入以前から当該暗号資産 (A) を購

入するに足りる十分な量の暗号資産 (B)を有していたときは、当該暗号

資産 (B) の購入は「一時的に必要なj取得に当たらないと解するのが文

25 

理解釈として自然かっ合理的であり、また、為替レートの変動を踏まえた

利益操作を防止する観点からも相当である。

さらに、仮に、原告が'’’’'良行との間で、本件各借入金を本件各不

動産の取得のために用いる旨の契約上の義務を負っ＇ていたとしても、それ

21 



らの義務は本件各借入れに係る各金銭消費貸借契約を締結したことによっ

て生じたものにすぎず、原告が本件各借入れ前に保有していたドルを本件

各不動産の取得のために用いることができなかったことを基礎付ける事情

ではない。

しかも、本件各借入金が入金された本件口座は、本件各借入れ及び本件

各送金以外の取引にも用いられており（乙 1)、原告が本件各不動産取引

．と他の取引とで使用する口座を区別していた様子はうかがわれない上、仮，

に原告が使用する口座につき何らかの区別をしていたとしても、そのよう

な主観的な事情は、本件各借入金が本件各不動産取引のために「一時的に

10 必要」な取得であったことを基礎付ける事情とはいえない。

5
 

したがって、原告の上記①から③の主張は、いずれも理由がない。

． (4) 小括

・．．．．・：•'.... ．． 
. : : :... 
. : ・: 

以上によれば、本件外貨建取引のうち本件各不動産取引に係る部分につい

ても、所得税法施行令 11 9条の 2第2項に準じて個別法を用いることはで

きないというべきであり、本件各為替差益の算定における外貨の取得時の円

換算額の算定は、総平均法に準ずる方法によるべきである。

.3 本件各為替差益の額

(1) 上記 2(1)のとおり、本件外貨建取引に伴い発生した各為替差益に相当する

経済的利益の価額は、各取引のために払い出された外貨（ドル又はユーロ）

の払出時における円換算額から当該外貨の取得時の円換算額を控除した差額

として計算される。

そして、本件外貨建取引の円換算においては、本件外貨建取引の取引日に

おける外国為替の売買相場として、原告の主たる取引金融機関である1111
・艮行が適用する対顧客直物電信売相場 (TTSレート）と対顧客直物電信

25 ) 買相場 (TTBレート）の仲値 (TT.1¥11レート）を用いることのが相当であ

るところ(•所得税基本通達 5 7の3-2参照）、これを前提として、各取引

.. 

15 

20 

... 

， 
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5
 

のために払い出された外貨（ドル又はユーロ）の払出時における円換算額を

計算すると、その額は、別表3-1、3-2及び3:_ 3の各⑤欄「取引日に

おける円換算額．（円）」のとおりとなる（乙 1の2、弁論の全趣旨）。

また、各取引につき、本件外貨建預金口座に入金された外貨の種類ごとに

・総平均法に準ずる方法により取得時の額を算定すると、•その額は、別表 3-:

10 

:. : : :::; •. : 

1、3-2及び3-3の各⑦欄「換算レート（⑥)による円換算額（円）」

のとおり．と・なる。 ． ． 

(2).したがって、本件各為替差益の額は、別表 3-1、.3-•2 及び 3 -3の各

⑤欄「取引日における円換算額（円）」から各⑦欄「換算レート（⑥)によ

る円換算額（円）」をそれぞれ控除した額となり、その金額は、別表3-1、

3-2及び3-3の各⑧欄「本件各為替差益（円）」のとおりとなるから、

これらが本件各為替差益の額であると認められる。

4 本件各更正処分等の適法性

以上を前提として、本件各更正処分等の適法性について検討する。

(1).本件各更正処分について

．ア・原告の平成29年分の所得税等に係る納付すべき税額は、別紙2の・1(1) 

に記載のとおり、 4324万910 0円であり、この金額は、平成29年

分更正処分における納付すべき税額（甲 5•.2 7ページ「裁決後の金額B」

⑰欄）と同額である。

20 イ 原告の平成30年分の所得税等に係る納付すべき税額は、・別紙2の1(2)

15 

に記載のとおり、 4406万6900円であり、この金額は、当該金額は、

平成30年分更正処分における納付すべき税額42 3 6万7800円（甲

4 • 1 4ページ「更正後の額」⑭欄。別表1-2.の「更正処分等」欄の「納

付すべき税額」⑪欄）を上回る。

｀ 25 ウ したがって、本件各更正処分は、いずれも適法である。

(2) 本件各賦課決定処分について

23 



吋

5
 

本件において、．通則法・55条4項1号の「正当な理由」は認められないと

ころ、本件各年分において原告に課されるべき過少申告加算税の額は、別紙 ＇ 

2の3に記載のとおりであり、平成29年分につき25 9万40 0 0円、平

成30年分が 58 1万 8000円であるところ、これらの金額は、、本件各賦

課決定処分における過少申告加算税の額（甲 5 • 2 7ページ「裁決後の金額

B」欄の「過少申告加算税」⑭欄、甲 4.1ページ目「過少申告加算税」欄）

10 これらを棄却することと

・、
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と同額である。

したがっ℃本件各賦課決定処分は｀いずれも適法である。

第4 結論・・

よって、原告の請求は、いずれも理由がないから、

して、主文のとおり判決する。

東京地方裁判所民事第3部．

ヽ

軍＼て

・̀ ` 
20 

裁 判官易祁祐、

裁判官
メ

25 

↓入苫
）口。
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（別紙 1)

し 関係法令の定め

“ 
1 所得税法 36条

5 所得税法 36条 1項は、その年分の各種所得の金額の計算上収入金額とすべき

金額又は総収入額に算入すべき金額は、別段の定めがある場合を除き、その年に

争おいて収入すべき金額（金銭以外の物又は権利その他経済的な利益をもって収入

する場合には、その金銭以外の物又は権利その他経済的な利益の価額）とする旨規

定している~..

10 2 所得税法 57条の3

: : :. :.... 
... •. •. ．．．．． ．．．． 

•・

15 

20 

ヽ

所得税法 57条の3第1項は、居住者が、外貨建取引（外国通貨で支払が行わ・

れる資産の販売及び購入、役務の提供、金銭の貸付け及ぴ借入れその他の取引）

を行った湯合には、当該外貨建取引の金額の円換算額（外国通貨で表示された金

額を本邦通貨の表示に換算した金額をいう。）は当該外貨建取引を行った時にお

ける外国為替の売買相場により換算した金額として、その者の各年分の各種所得

の金額を計算するものとする旨規定している。

3 所得税法施行令 11 8条

所得税法施行令 11 8条 1項は、居住者が 2回以上にわたって取得した同一銘

柄の有価証券で雑所得又は譲渡所得の基因となるものを譲渡した場合には、雑所

得の金額の計算上必要経費に算入する金額又は譲渡所得の金額の計算上取得費に

算入する金額は、当該有価証券を最初に取得した時（その後既に当該有価証券の

譲渡をしている場合には、直前の譲渡の時）から当該譲渡の時までの期間を基礎

として、当該最初に取得した時において有していた当該有価証券及び当該期間内

に取得した当該有価証券につき所得税法施行令 10 5条1項 1号（総平均法）に

25 掲げる総平均法に準ずる方法（以下「総平均法に準ずる方法」という。）によっ

て算出した一単位当たりの金額により計算した金額とする旨規定している。

25 
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4 所得税法施行令 11 9条の2

(1) 所得税法施行令11 9条の 2第 1項は、所得税法48条の 2第 1項（暗号資

産の譲渡原価等の計算及びその評価の方法）の規定によるその年 12月31日

において有する同項に規定する暗号資産の評価額の計算上選定をすることがで

6
 

．．． 

のについて、その年 1月1日において有していた種類を同じくする暗号資産

10 の取得価額の総額とその年中に取得をした種類を同じくする暗号資産の取得

価額の総額との合計額をこれらの暗号資産の総数量で除して計算した価額を

・．．．．・． ． 

. • : •: : ・ • 

15 

20 

ヽ

25 

きる評価の方法は、次に掲げる方法のうちいずれかの方法によってその取得価

額を算出し、その算出した取得価額をもって当該期末暗号資産の評価額とする

方法とする旨規定している。

、ア総平均法（暗号資産をその種類の異なるごとに区別し、その種類の同じも

その一単位当たりの取得価額とする方法をいう。） （1号）

イ 移動平均法（暗号資産をその種類の異なるごとに区別し、その種類の同じ

ものについて、当初の一単位当たりの取得価額が、再び種類を同じくする暗

号資産の取得をした場合にはその取得の時において有する当該暗号資産とそ

の取得をした暗号資産との数量及び取得価額を基礎として算出した平均単価

．によって改定されたものとみなし、以後種類を同じくする暗号資産の取得を

する都度同様の方法により一単位当たりの取得価額が改定されたものとみな

し、その年12月31日から最も近い日において改定されたものとみなされ

た一単位当たりの取得価額をその一単位当たりの取得価額とする方法をい

う。） （2号）

(2) 所得税法施行令 11 9条2第2項は、同条 1項各号に規定する取得には、暗

号資産を購入し、若し＜iま売却し、又は種類の異なる暗号資産に交換しようと

する際に一時的に必要なこれらの暗号資産以外の暗号資産を取得する場合にお

けるその取得を含まないものとする旨規定している。

f
 以上
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（別紙2)

ー

本件各更正処分等の根拠及び適法性に関する被告の主張

本件各更正処分の根拠

5
 

．ア

10 

．． ..., .. •-. ・ら．． ..... . -・.. . 
. :.. ・-． 

•. • 
15 

原告の本件各年分の所得税等の納付すべき税額等は、次のとおりである。

(1) 平成29年分・・ ・” . 

総所得金額 ． ` 4億85 3 9万8374円・．

•上記金額は、次の（ア）から（エ）の各金額の合計額である。 ． 

（ア）不動産所得の金額 • △1 0 0 8万4483円。

上記金額応原告が平成 29年分確定申告書に記載した不動産所得の

金額と同額である（甲 1 • 1枚目③欄）。なお、金額前の△印は損失‘の額

であることを表す（後記（2)：ア（ア）も同じ。）。 ． 

．（イ）利子所得の金額 • • • 5 8万9036・円

上記金額は、原告が平成29年分確定申告書に記載した利子所得の金｀

額と同額である（甲 1 • 1枚目④欄）。

．（り）給与所得の金額 ． 3億81 9 -6万2834円

上記金額は、原告が平成29．年分確定申告書に記載した給与所得の金

額と同額である（甲 1• 1枚目⑥欄）。

1億 12 9 3万09 87円

20 

（エ）雑所得の金額

上記金額は、次の aの総収入金額からbの必要経費の額を控除した後

の金額である。

ヽ

25 

a 総収入金額 1億 I2.9 3万0987円

上記金額は、原告が平成29年中に行った本件外貨建取引により生

じた本件各為替差益の額の合計額（別表3-1（ドル）の「本件各為替差

益（円）」欄の［合計」欄の金額）である。なお、本件各為替差益に係る

収入金額の具体的な計算方法は、別表 3-1に記載したとおりである。

27 



b 必要経費の額 0円．． 

5
 

原告において、前記aの総収入金額に係る売上原価その他当該総収．

入金額を得るため直接に要した費用の額及びその年における販売費、

一般管理費その他これらの所得を生ずべき業務について生じた費用は

ないため、必要経費の額は 0円となる。

イ 所得控除の額の合計額 288万6845円

上記金額は、原告が平成29年分確定申告書に記載した所得控除の額の

合計額と同額である（甲 1.1枚目⑮欄）。

ウ 課税総所得金額 4億8.251万10 0 0円・

. 10 

... 
: ; :. :.. 
．．．．、．..... ..... ... 

上記金額は、前記アの総所得金額4億85 3 9万8374円から前記イ

の所得控除の額の合計額 28 8万6845円を控除した後の金額（ただし、

国税通則法（以下「通則法」という。） 1.1.8条 1項の規定により 1000

円未満の端数を切り捨てた後のもの。後記(2)のウも同じ。）である。

工納付すべき税額 4324万910 0円

上記金額は、次の（7)．の課税総所得金額に対する税額に（イ）の復興特別所

得税の額を加算した後の金額から、（ウ）の源泉徴収税額を控除した金額（た

だし、東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源

の確保に関する特別措置法（以下「復興財源確保法」という。） 24条2項

の規定により 1.0 0円未満の端数を切り捨てた後のもの。後記(2)のエも同

20 じ。）を算出し、さらに同金額から（エ）の予定納税額を控除した金額である。

（ア）課税総所得金額に対する税額 2億 12 3 3万39 5 0円

上記金額は、前記ウの課税総所得金額4億82 5 1万10 0 0円に所

得税法89条 1項に規定する税率を乗じて算出した金額である。

．
 
15 

（イ）復興特別所得税の額 445万90 1.2円
ヽ

26 上記金額は、前記(7)の課税総所得金額に対する税額2億12 3 3万3

9 5.0円に復興財源確保法13条に規定する 10 0分の 2. 1の税率を・

28 



乗じて算出した金額である。

・（り）源泉徴収税額 1億68 2 0万98 6 2円

上記金額は、原告が平成 2.9年分確定申告書に記載した源泉徴収税額

と同額であるt甲1 ・1枚目＠欄）。

（エ）予定納税額（第 1期分及び第2期分） ． 5 3 3万4000円

上記金額は、原告が平成29:年分確定申告書に記載した予定納税額（第

1期分及び第2期分）と同額である（甲 1 • 1枚目⑯欄）。

(2) 平成3o・年分

ア総所得金額 4億7-5 7 8万 98 9 0円

10 、 上記金額は、次の（ア）から（エ）の各金額の合計額である。

: : :•• : • .• 
...... . : : ~-.. ．． 

15 

（ア）不動産所得の金額 △ 1億6761万33 3 3円

上記金額は、次のaの総収入金額から bの必要経費の額を控除した金

額に損失が生じていることから、当該損失の金額から cの損失が生じな

かったものとみなされる金額を除外した後の金額である。

a 総収入金額 6 9 1 2万86 5 8・円

上記金額は、原告が平成30年分確定申告書及び同年分の収支内訳

書（不動産所得用）に不動産所得の総収入金額として記載した金額と同

額である（甲 2• 1枚目⑰欄、 4枚目⑤欄）。

• b 必要経費の額 ． ． ・ 2億41 6 3万59 8 5円

20 上記金額は、次の(a)及び(b)の金額の合計額である。

•・

25 

(a)借入金利子の金額 3 1 8 9万32 7 2円

・・上記金額は、原告が平成30年・分の収支内訳書（不動産所得用）に

不動産所得の必要経費の額として記載した借入金利子の金額75 7 

万66 3 3円と原告が平成30年中に支払った借入金利子の金額2

4 3 1万66 3 9円の合計額である（乙14の1・、乙 14の2及ぴ乙

1 5)。なお、確定申告に含まれていなかった上記借入金利子の金額

29 



5
 

2 4 3 1万66 3 9円は、原告の不動産所得を生ずべき業務につい

て生じた費用の額として所得税法37条の必要経費に該当する金額

であり、本件調査において把握し、平成30年分更正処分において

加算した金額と同額である（甲4.• 2ページ）。

(b)その他の必要経費の額 2億0974万27 13円

上記金額は、原告が平成 3•,0年分の収支内訳書（不動産所得用）に

記載した不動産所得の必要経費の額の合計額2億 17 31万93 4. 

10 

｀ 
: ; :..・．

・•....... ..... 
• : ̀. • ． 

15 

6円から、借入金利子の金額75 7万66 3 3円を控除した金額で

ある（甲 2•4枚目⑩欄及び⑫欄）。·

・, C・損失が生じなかったものとみなされる土地等を取得するために要し

た負債の利子の額‘.. ・ ・ 489万39 9 4円

上記金額は、前記b(a)の借入金利子の金額のうち、．租税特別措置法

4.1条の4に規定する不動産所得を生ずべき業務の用に供する土地又

は土地の上に存する権利を取得するために要した負債の利子の額であ

り、不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額のうち、損失が生じ

ながったものとみなされる金額である（甲 4 • 2ページ）。

・（イ）利子所得の金額 3万0754円

上記金額は、原告が平成 30年分確定申告書に記載した利子所得の金．

額と同額である（甲 2 • 1枚目④欄）。．，

20 （り）給与所得の金額 3億 8196万9290円．

上記金額は、原告が平成30年分確定申告書に記載した給与所得の金

額と同額である（甲 2.1枚目⑥欄）。

（エ）雑所得の金額 2億6140万31 7 9円

25 

上記金額は、次の aの総収入金額から bの必要経費の額を控除した後

の金額である。

a 雑所得の総収入金額 2億61 4 Q万 31 7 9円

30 



上記金額は、原告が平成30年中に行った本件外貨建取引により生

じた本件各為替差益の額の合計額（別表 3......:2（ドル）及び 3-3（ユー

、 口）の各「本件各為替差益（円）」欄の［合計」欄の金額の合計額）であ

る；

10 

5 b 必要経費の額 ． 0円

． 原告において、前記aの総収入金額に係る売上原価その他当該総収

入金額を得るため直接に要した費用の額及びその年における販売費、

一般管理費その他これらの所得を生ずべき業務について生じた費用は

ないため、必要経費の額は0円となる。

イ 所得控除の額の合計額

．． ．． ．
 

．．
 

．
 

．
 

~
 

．
 

．．．．． 
．．．． 

••• 

•••• ••.• 

．
 
• 15 

上記金額は、原告が平成 30年分確定申告書に記載した所得控除の額の・

合計額と同額である（甲2• 1枚目⑮欄）。 ． 

ウ課税総所得金額・ • . • 4億72 6 8万5000円

上記金額は、．前記アの総所得金額4億7578万98 9 0円から前記イ

の所得控除の額の合計額31 0万 45 5 1円を控除した後の金額である。

工納付すべき税額 ・ ・ 4 4 ・o 6.万6900円

上記金額は、次の（ア）の課税総所得金額に対する税額に（イ）の復興特別所

得税の額を加算した後の金額から、（り）の源泉徴収税額を控除した金額であ

，る。

20 （ア）課税総所得金額に対する税額

3 1 O万4551円

2億07 9 1万2250円

上記金額は、前記ウの課税総所得金額4億72 6 8万5000円に所

得税法89条 1項に規定する税率を乗じて算出した金額である。

,~ （イ）復興特別所得税の額 . 4 3 6万61 5 7円

上記金額は、前記（ア）の課税総所得金額に対する税額2億07 9 1万2・

25 • 2・ 5 0円に復興財源確保法 13条に規定する 10 0分の 2. 1の税率を

乗じて算出した金額である。
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（り）源泉徴収税額 1億68 2 1万14 8 4円

一

5
 

上記金額は、原告が平成30年分確定申告書に記載した源泉徴収税額

と同額である（甲 2• 1枚目⑭欄）。

2、本件各更正処分の適法性

. (1) 平成29年分更正処分

原告の平成 29年分の所得税等の納付すべき税額は、前記1の(I)エのとお

り、 43 2-4万91 0.0円であるところ、当該金額は、平成29年分更正処分

における納付すべき税額（甲 5•27ページ「裁決後の金額B」⑰欄）と同額で

• 10. • 

•9 

.

.

 

•••• 
．．
 .
.

 

．
~
・．．．．． 

.... 

••• 

..... 
．． 

_, 

が

． 
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あるから、平成29年分更正処分は、適法である。

(2) 平成30年分更正処分

原告の平成 30年分の所得税等の納付すべき税額は、前記 1の(2)エのとお

り、 4406万69 0 0円であるところ、当該金額は、平成30年分更正処分

における納付すべき税額42 3:6万7800円（甲 4.1. 4ページ「更正後の額」

⑭欄。別表1-2の［更正処分等」欄の「納付すべき税額」⑪欄）を上回るから、

平成30年分更正処分は、適法である。

3 本件各賦課決定処分の根拠及び適法性について

前記2で述べたとおり、本件各更正処分はいずれも適法であるところ、本件各

更正処分により原告が新たに納付すべき税額の計算の基礎となった事実のうち

25 

に、本件各更正処分前における税額の計算の基礎とされていなかったことについ

20 "(、通則法65条4項 1号（ただし、令和4年法律第4号による改正前のもの。

以下同じ．，）に規定する「正当な理由」があると認められるものはない。

そして、原告は、本件外貨建預金口座に保有している財産を記載した平成 29

年12月31日分の財産債務調書等並びに平成3・0年12月31日分の財産債務

調書等及び国外財産調書等をいずれも提出期限までに提出したことが認められる

ところ、内国税の適正な課税の確保を図るための国外送金等に係る調書の提出等

に関する法律（ただし．、令和 2年 3月法律第 8号による改正前のもの。以下「国

32 



'' 

, 

外送金等調書法」という。以下同じ。） 6条1項及び同法6条の 3第1項の各規

定により、過少申告加算税の額は、通則法65条の規定にかかわらず、当該規定

により計算した金額から当該過少申告加算税の額の基礎となるべき税額に 100

分の 5の割合を乗じて計算した金額を控除した金額となる。

したがって、本件各年分において原告に課されるべき過少申告加算税の額は、

次の(1)及び(2)のとおり平成29年分が25 9万4000円、平成 30年分が5

8 1万8000円であるところ、これらの額は、本件各賦課決定処分における過

少申告加算税の額（甲5• 2 7ページ「裁決後の金額B」欄の「過少申告加算

税」＠欄、甲4• 1ページ目「過少申告加算税」欄）と同額であるから、本件各

. 10 賦課決定処分は、いずれも適法である。・

(1) 平成29年分の過少申告加算税の額 2 5 9万4o:o 0円

上記金額は、平成 29年分更正処分により原告が新たに納付すべきこととな

った税額518 8万円（前記 1(1)エの納付すべき税額43 2 4万、91 0 0円

に、平成29年分確定申告書に係る還付金の額に相当する税額86 3万704

7円（別表 1-1の「確定申告J欄の「納付すべき税額」⑫欄）を加算した金額。

ただし；通則法11 8条3項及び復興財源確保法24・条 6項の規定に基づき 1 : 

万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。後記（2）において同じ。）を基礎と

して、通則法65条1項及び復興財源確保法24条4項の各規定に基づき 10 

0分の 10の割合を乗じて算出した通常分の加算税の額51 8万8000円か

ら、国外送金等調書法6条の 3第1項の規定に基づき 10 0分の5の割合を乗

じて算出した軽減分の加算税の額25 9万4000円を控除した金額である。．、

平成30年分の過少申告加算税の額 5 8 1万 8.00 0円

上記金額は、平成 30年分更正処分により原告が新たに納付すべきこととな

った税額1億08 9 8万円（平成 30年分更正処分に係る納付すべき税額42

3 6万7800円に、平成 3.0年分確定申告書に係る還付金の額に相当する税

額66 6 1万4.58 2円（別表1-2の「確定申告」欄の「納付すべき税額」⑪
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欄）を加算した金額）を基礎として、通則法65条1項及び復興財源確保法 2・ 4 

・ヽ

5
 

10 

.•... _. 
.•.. ~' •• 

． 
... 

・,..... ...... ..... 
•• 

15 

条4項の各規定に基づき100分の 10の割合を乗じて算出した通常分の加算

税の額 10 8 9万8000円に、平成 30年分更正処分により新たに納付すべ

きこととなった税額 1億089 8万2_30 0円のうち、平成30年分の所得税

等に係る期限内申告税額に相当する金額1億01 5 9万69 0 2円（通則法6

5条 3項2号の規定に基づき、平成30年分確定申告書に係る源泉徴収税額 1

億6821万1484円から同申告書に係る還付金の額に相当する税額66 6 

1万4582円を控除した金額）と 50万円とのいずれか多い方の金額である

1億0i 5 9万69 0 2円を超える部分に相当する税額73 8万円を基礎とし

て、通則法65条2項及び復興財源確保法24条4項の各規定に基づき 10 0 

分の 5の割合を乗じて算出した加重分の加算税の額36万90 00円を合計し

．た金額である 1-1 2 6万7000円から、平成30年分更正処分により原告が

新たに納付すべきこととな・った税額 1 億0~98 万円を基礎として、国外送金、
等調書法6条1項又は同法6条の 3第1項の規定に基づき 1.0 0分の 5の割合

を乗じて算出した軽減分の加算税の額544万 9000円を控除した金額であ ，． 

る·。•

以上
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平成29年分の所得税等の課税の経緯 1;  

．別表1-1 

項 目 葎定 ・申．告 更正処・分等・ 審査請求 裁・ ・決 原告主張額 被告主張額： 
． 

一年 月 a 法定申告期限内 令和2年II月25日 令和3年2月25日 令和4年3月23日
．． ヘ＇

・総（R 所＋③ 得十 ④ 金十 ⑤． 額） 
• d 

① 372. 467., 387. 485. 855, 859 373,482,478 373, 482, 478 • 486,398,374 
... 

不動産所得の金額． ② A 10.084.483 ..',._,10, 084, 483 A 10, 084, 483 ▲ 10,084,483 ... 

利干所得の金額
.. 

内． R 589,036 
』~

589,036 589,036 589,036 ．． 

・訳 給与所得の金額 c. . 381,962,834 就!;96?/,834 381．的2,834 381,962,834 

綽所得の金額 ⑤ 
~ ~ し 113,388. 472』 ・- 1,015,091 .112, 930, 987 

所得控除の額の合計額 R ，・ • 2,886,845 •. 2,886,糾5 ,.・部 •. 2,認6,845 • 2,886,845 
~ ／ ..  

課税総所得金額
⑦ 369, 580, 000 ．岱2,969,000 取 • 370,596,'O00 482, 511, 000 •. ((l) -R  1 '. ．． 

課に晟対・総す所る得税金額額・ ③ 161,515,000 212,540，函． 消 161, §71, 750 212, 333, 950 

復異特別所得税額
⑨ 3. 3乳815 4,463,341 

し
3,401,406 4,459,012 (@  X 2.1 % )  

．． 
、．

．．  
・源泉徴収税額． ⑩ 168,209,862 168, 209, 862 ， 168, 209, 862 1邸；209,862

予 定納 税・彎額～ ⑪ 5,334,000 ・ 5,334,000 
●ヽ 5,334,000 5.334.000 

納(@付+すRべ-Rき-税'⑪額） △ 8;170, 706 ⑫ △ 8,637,047 43, 459,SOQ 
，` 

,'△ 8,170,706 ...' 43,249,100 

過少申告加算税の額 ⑬ -----. • 2,604,500 23,000 23,000 2,594,000 

（単位：円）

3
5
 

（注） 1 r審査請求J欄の「総所dば滋員J（①欄）及び「納付すべき税額J（⑫襴）の各金額は、原告が審査請求書の・「審査請求の趣旨」欄に記載した金額である．
（以下、別表 1-2「審査 J欄の「総所得金額J（①柵）及び「納付すべき税額j（⑪欄）の各金額において同じ．）．

2 「不動産所得の金額」（②欄）の「.6.J印は、損失の額を表す（以下、別表1-2「不動産所得の金額J（②欄）の金額において同じ。）．
3 「課税総印金額J（⑦欄）の金額は、千Pl未満の端数を切り捨てた後の金額である（通則法118粂1項）似下、別襄1-2「課税総所得金額J≪（⑦欄）の金額において
同じ。）．

4 r納付すべき税額J• （⑫欄）の「△J印は、還付金の額に相当ずる税額を表し、 「△J印のない金額は、百Pl未潤の端数を切り捨てた後の金額である（復興財瀬確保法
24条2項）（以下、．別表1-'2 r納付すべき税額J（⑪欄）の金額において同じ。）．
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別表1-2
平成30年分の所得税等の課税の経緯

•項 ,ll 確・ 定申告 更正処分等 審査隋求 裁． 決' 原告主張額 ・被告主張額

年 J弓 日 法定申告期限内 令和2年II月25日 令和3年2月25ll 令和4年3月23日． -----—· 
総所．得・金額

472,092,476 ・(230,607,074) ” 
（②十③十④ ＋・⑤•) (I) 匹，890,020 234, 890, 020 

234. 890, 020 
475, 789, 890 

不動産所得の金額 ② ... 147,•IIO,024 A I切，613,333 .6. 167,613,333 A l67, 613, 333 

内 利．子所得の金額 ③ 30,754 30,754 、 30,'!64 30,754 

訳
381; 969, 290 給与所得の金額 ④ 381,969,290 381,969,290 ＇` ~ ~ ・ 381,969,290 

257, 705, 765 縫所得の金額． ⑤ 

ー
16,220,363 261, 403, 179 

棄

所得控除の額の合計額 ⑥ 3,104,551 3,104,551 3;104,551 3,104,551 
『よ

鰈（・税(I)総所-得⑥金.額) ⑦ 231,185,000. 468, 987, 000 231, ?85, 000 472,~5,000 

課税総所得金額
99,507,250 

却
に対する税額 R . 206, 248, 150 99,507,250 207• 91. 2,•250 

復興特別所得税額・
R " 2.』089,652 (al) X 2,1 %)  ~ ~ 

2,089,652 4,331,211 ・ 4,366; 157 

168.211..484 翼泉徴限・税額 ⑩ 168, 211, 484 168. 211,484 ・. . 168, 211, 484 

納付すべき税額 ⑪ △ 66,614,582 （△68; 582, 407) 
44,966,900 ((8) + ®—() △ 66,614,582 42,367,800 

△ 66,614,582 
・ヽ ＇ 

過少申告加算税の額 ⑫ ー •• 5,818.000 0, 0, 5,818,000 .. 

（単位：円）

'
3
6
 

（注 ； ｛翡麟翡渇が悶註尉譴｝諸品ば盆嗜ょ蹂溢径品翡醤裔涅忠魏咤翡装饂品認111(~）に争い
のない「不動産所得Jないし「給与所得Jの各金額（②ないし④欄）を合計した金額である。

3 . r原告主擬額」欄の「納付すぺき税額J（⑪襴）の括弧内の金額は、上記（注）2の括弧内の総所得金額を基に．、争いのない「所得控除の額の合計額」'(⑥欄）
及び「源泉所得税額」（⑩欄）を用い、算出した納付すべき税額である。

4 ` 
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別表2-1（注）

（注） 1 「金融機関」（②）欄は、前提事実（1）アに記載した口座を「'・・・,1、
同イに記載した口座を 1··|~」、同ウに記載した口座を···'

言漬‘‘Iり言髯'’□届：`‘‘i翌品認累塁口座を「■■・・・・・と記載している（以下、別表2-2において同
じ。）：

2 「取引内容」（③）欄の記載は、次のとおりである（以下、別表2-2及
び3-1ないし3-3において同じ。）。 • 
(1) 「受取利息」は、本件外貨建預金口座において外貨を保有することに
より発生した利息を外貨で受け取った取引。 • . 

(2) 「定期利息」は、外貨建定期預金を保有することにより発生した利息
を米国ドルで受け取った取引。 • 

(3) 「借入金」は、本件各借入れに係る借入金を米国ドルで受け取った取
弓,~・．．

(4) 「支払利息」は、本件外貨建預金口座において保有している米国ドル
で本件各借入れに係る借入利息を支払った取引。

(5) 「不動産取得」は、保有している米国ドルにより、本件各不動産取得
． 費用を支払った取引。｀ ． 
(6) 「出金等」は、本件外貨建預金口座から外貨を払い出した取引。・
(7) 「ドル→ユーロ」は、本件外貨建預金口座で保有していた米国ドルを
ューロに交換した取引。 • . . 

(8) 「入金等」は、本件外貨建預金口座に外貨を預け入れた取引。・
(9).「賃貸料」は、本件各不動産の貸付けに係る賃料を米国ドルで受け取

った取引。

3 「取引日の為替レート（円）」‘（⑥）欄の金額は、-■銀行が公表する
各「取引年月日」（①）欄の年月日におけるTTMレート（同日の•TTM レ·
ートが明らかでない場合には、その直前の営業日のTTMレート）を示す
（以下、別表2-2及び3-1ないし3-3において同じ。乙 1の2)。

4 .「取引金額」（④）欄の「△」印は、本件外貨建預金口座からの払出額を
示す（以下、別表2-2において同じ。）。

5 「取引金額」（⑦）欄の金額については、次のとおりである。
(1)「取引金額」（④）欄の金額が本件外貨建預金口座への預入額である場よ
合には、「取引金額」（④）欄の金額に「取引日の為替レート（円）」（⑥）欄
の為替レートを乗じた金額の 1円未満の端数を切り上げた後の金額で
ある。

(2) 「取引金額」（④）欄の金額が本件外貨建預金口座からの払出額である
場合には、「取引金額」（④）欄の金額に「払出直前の残高1米国ドル当た
りの円換算額（円）（換算レート）」•（⑨）欄の分数式を乗じた金額の 1 円末
満の端数を切り上げた後の金額である。

(3)順号1、11ないし16、18及び22における「取引金額」（⑦）欄の各金額
は、金融機関の原告名義の円預金口座から払い出して米国ドルに交換し
た日本円の金額である（乙 1の1、乙3の2及び乙4の2)。

6 「払出直前の残高 1米国ドル当たりの円換算額（円）（換算レ、ート）」（⑨）

欄は、当該換算レートを算出するための計算式を示す（以下、別表3-1

及び 3-2 「払出直前の残高 1米国ドル当たりの円換算額（円）（換算レー

ト）」（⑥）欄において同じ。）。
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別表2-2 本件外貨建預金口座における外貨建取引の取引経過及び円換算額算定一覧表（ユーロ）
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（注） 1 「取引金額」（⑦）欄の金額については、次のとおりである。
(l) 「取引金額」（④）欄の金額が本件外貨建預金口座への預入額である場
合には、「取引金額」（④）欄の金額に「取引日の為替レート（円）」（⑥）欄
の為替レートを乗じた金額の1円未満の端数を切り上げた後の金額で
ある。

(2) 「取引金額」（④)欄の金額が本件外貨建預金口座からの払出額である
場合には、「取引金額」（④）欄の金額に「払出直前の残高 1ユーロ当たり
の円換算額（円）（換算レート）］ （⑨）欄の分数式を乗じた金額の 1円末満
の端数を切り上げた後の金額である。 ． ••• •. . • 

(3)・・順号1における「取引金額」（⑦）欄の金額は、金融機関の原告名義の
円預金口座から払い出してユーロに交換した日本円の金額である（乙 1
の1)。・

2 .「払出直前の残高1ユーロ当たりの円換算額（円）（換算レート）」（⑨）欄
は、当該換算レートを算出するための計算式を示す（以下、別表3-3「払
出直前の残高1ユーロ当たりの円換算額（円）（換算レート）」（⑥）欄におい
て同じ。）。

別表2-2（注）
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別表3-1 平成29年分の本件各為替差益の額（米国ドル）

．
 

口 □言□合‘計＇

（注） 1 「順号」欄記載の番号は、別表2-1ダに記戟した順号に対応するものである（以下、別表3-2において同

2阿如1日における円換算額（円）（③X④）」（⑤）欄の金額は、 1円未満の端数を切り捨てた後の金額である（以
， 下、別表3-':2及び3-3において同じ。）。
3 「換算レー只⑥）による円換算額（円）．（④x⑥）」（⑦）欄の金額は、 1，円未濶の端数を切・り上げた後の金額である
， （以下、別表3-2及び3-3において同じ,.).r‘ , 
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平成30•年分の本件為替差益の額（米国ドル）

← 

” 

． 
ょ，

： 

＼

：

 

,

¥

-

`

,

9

.

'

,

‘

、

一

今

＇

'

,

9

、、
V

、
,
9
9
『

□
3

`

4

ゞ

，

＇

｀

ぐ

＿

｝

＇

_

1

,

'

-

-

r

.

-

'

,

-

_

 

ニ32-13-
『

言

二

＿

、

三

言

三

三

讐

21

三

三

塁

塁

三

言

一

[

ー

4

6

,

3

'

ヘ

ー

一

L
`

―

-

]

-

戟

¥

.

,

`

ー

-

'

―

―

-

l

諏

4
5
8
6
9
5
函
5
0
1
5
0
1
:
2
1
8
-
4
2
5
細
函
8
8
9
8
1
2
3
3
3
:
、
細
細
函
四
叫
m
0
8
1
2
2
0
寧

6
8
6
6
9
0
3
2
1
:
3
3
6
g
0
0
9
、
叫
＿
1
6
0
1
2
3
-
2
1
5
叫
0
4
0
-
0
1
9

臼
710761-021-062

9101010、
て

J

こ

5

叫

ー

血

991

i

3
5
2
]
1

芸
：

□9

:

:

3

0

7

函

＆

91-
函

似

『

芦

砥

5

-

E

-

g

砥

-

偲

-lg

五

一

釦

『

4
-
1
1
1
一
―
―
-
―
—
―
[
-
_
-
―
一
ー
―
-
[
-
-
]

so`

紐

組

競

位

乃

g

匹

8

3

3

3

"

邸

，

＂

翌

1

6

師

6
5
5
{
m
g
,
“
4
1
,
8
7
紐
“
1
3
1
9
-
3
1
0
1
郎
郎
郎
砕
認
眩
庄
g
“
r
"
“
7
9
0
3
-
0
3
7
9

i

35
が

95

甜

叫

皿

磁

砥

磁

蘊

愚

叫

巫

砥

血

“

氾

叫

＇

四

急

磁

'

,

5

5

8

7

0

:

緻

皿

斑

磁

m

＿

蠍

磁

血

碑

磁

磁

9

紐

磁

閲

g

m

磁

血

一

磁

砥

_

磁

]

竺

池

一

固

：

臨

＇

饂

‘

叫

皿

叫

8

硯

燃

皿

＇

囮

侃

皿

：

5

1

1

,

，

叩

寧

磁

砥

皿

砥

墨

叫

臨

砥

g

皿

皿

叫

．

⑲

＿

1

3

5

2

0

5

磁

厖

峨

皿

一

四

枇

璃

叫

＿

血

言

寧

：

汎

剣

訊

捌

魏

肛

：

楓

既

汎

我

戟

、

魏

紅

親

玲

競

既

既

訊

戟

ょ

ー

：

，

：

訊

紙

醐

既

訊

訊

印

9

:

…

-:-6:

I

I

ー

＿

I

I

I

I

I

I

I

:

I

I

I

/

,

I

I

I

:

I

I

I

I

I

I

/

I

I

,

y
I

ー

一

ー

J

I

I

r

-

I

I

I

i

／

一

ー

一

ー

I

I

一

ー

一

ー

一

ー

／

ー

-
、
—
.
_
_
—
ー
・
一
一
人
—

.

.

 

{
,
'
‘
•
一
，

：
1
1
5
9
8
8
7
5
1
9
2
2
0
血
碑

671坤
珈

叩

四

四

8

5

0

6

9

2

:

I

H

I

平

田

血

函

9

9

6

6

函

t

m

:

1

9

5

7

9

5

:

1

6

3

:

：:

3

2

7

函

皿

砥

偲

g

塙

．

皿

砥

感

磁

砒

，

叫

蕊

璃

叫

945

砥

也

9

郷

皿

砥

砥

磁

砥

低

血

叫

皿

蜘

田

g

叫

砥

砿

＇

吼

磁

螂

ー

：

磁

磁

1
-
g

叫

叫

一

叫

鳳

籾

緑

磁

帆

砥

砥

砥

，

磁

皿

砥

砥

：

帆

砒

砥

砥

‘

g

砥

g

g

g

叫

g

g

g

g

塙

仇

枇

g

g

g

g

:

2

3

7

砥

磁

：

幻

叫

叫

盃

：

：

，

ふ

ー

9

:

5

i

:

:

5

1

:

ぷ

::Sl:ふ

ふ

＇

：

ー

：

：

ー

：

ら

ぷ

：

て

：

＿

：

：

も

，

ー

、

ー

ム

t

-

;

‘

；

一

，

一

、

9

細
6
1
7
6
1
7
:
2
0
7
8
2
0
、

703703、276

叫
畑
匹
g
も
1
4
2
1
5
2
、
べ
血
細
如
団
畑
函
函
函
一
9
5
1
6
,
0
3
2
:
2
9
0

函
251191、

1
8
5
6
9
6
5
2
0
T
o
n
-
血

411

g

-300-156-
g
9
2
1
I
J
a
、
m
4
2
5
7
5
8

訊

砥

l

S

J

-

5

砥

血

＇

皿

屈

瑯

g

颯

磁

，

汎

痴

紅

砥

、

g

磁

訊

血

．

磁

叫

砥

皿

砥

蕊

偲

螂

磁

訊

｀

叫

磁

紅

瑯

血

颯

訊

粟

磁

＿

磁

叫

磁

云

三

g

砥

塩

計

ベ＂4
,

成

，

ヽ

包

＇

‘

：

.

3

、

i

:

L

L

-

-

2

,

i
,
3
9西
「

し

、

2

‘

"

:

'

’

L

'

一

，

｀

L

-

出

し

L

L

-

L

2

2

2

-

―

・

―

―

―

―

-

i

-

―

―

 

ー
”

g

:
0
0

叩

6
4
:
6
0
(

—
帥
話
、
8
8
:
5
3
5
蕊

o
o
:
1
0
6
0
-
2
6
g
-
『-
8
2
:
2
2
:
O
O
-
O
O
O
O
_
o
o
1
1
0
2
0
1
9
1
l
1
6
2
5

：
位

O
O
‘
-
0
9

師
邸

3
6
-
邸
合

-OOO

腿

感

露

磁

叫

屈

螂

砥

螂

皿

血

5

絋

、

1

1

2

磁

屈

磁

皿

磁

g

磁

池

紐

臨

血

皿

血

磁

乳

磁

細

磁

・

向

砥

磁

一

磁

紐

磁

一

碑

血

磁

一

螂

砥

＇

瓜

，

竺

綴

狐

い

550

瑯

ー

：

U

露

門

1
1
,
I
l

：

阻

戚

：

．

訊

1

1

:

1

2

i

-

:

―

ー

ー

：

了

―

8

万
1

3

:

;

'

-

:

五

＿

＿

一

、

ヽ

‘

-

、

-

"

[

__ 

.-

:
:
3
0
_
o
l
"
-
6
1
5
1
5
1
5
1
:
2
6
:
0
6
0
6
:
0
6
:
4
6
1
5
l
l
l
l
l
l

i
:

8

3

:

6

2

6

2

:

8

9

"

4

1

-

9

6

-

師

6
5
-
1
6
1
9

三

：
02

m

喝

：

101

血

：

101滋
皿
碑
皿
皿
砥
，
皿
皿
h
i
m
m
m
竺
l
l
l
m
皿
皿
，
一
m
皿
-
l
t
l
詈
皿
g
-
m
i
l
l
，
一
旦
l
J
l
l
l
l
一
塁
g
g
m
-
1
1
2

Jll
-Ill-

•
、
'
_
-
'

、一
r

等

、

、

得

得

息

息

息

＿

得

得

＿

息

息

急

息

息

息

息

得

得

：

息

『

・

息

息

息

息

息

息

息

等

等

等

息

息

息

息

等

息

＿

息

息

息

一

息

一

息

息

一

息

息

一

息

l

J

I

取

取

、

利

利

f

i

J

取

取

、

利

利

利

利

利

利

利

取

取

利

利

ュ

．

利

利

利

利

利

利

利

利

利

利

利

下

利

．

利

利

利

利

一

利

利

『

＿

利

一

利

:

"

"

、

払

：

＂

5
-，
払
払
払
払
払
払
＇
払
、
＂

5
払

金

．

払

l'
払

払

払

払

払

払

払

＂

金

金

ー

―

払

払

払

払

払

一

払

払

払

払

払

払

一

払

一

払

出

支

，

不

不

支

支

支

支

｀

支

支

支

支

支

支

不

不

支

出

支

b
支

支

支

支

支

支

支

且

出

出

，

支

支

支

支

出

支

支

支

支

支

支

支

支

一

支

i

支

-
_

_

_

_

 

-

]

、

'

ー

，

一

、

＿

＿

＿

•n"nnB"

i 

.

.
 -:
n
f
i
f
l
-
g

5
日
じ
ー
り
'
J
、
P
o

g
B
"

f

n
a
n
"
•
]
"
”
”
9
,
H
a
a
n
・
日
0
B
"
,
,
:
a
n
l
"
"
-
u
l
"
u

、
1
0
9
1
3
1
3
"
1
6

筑

"

2

2

ー

れ

2

吟

1
5
1
8
蕊
I
O
.
9
1
0
1
0
、
'
は
＂
な
祁
g
,
9
3
0
f
一
門
碑
蕊
1
8

JB

a
-
2
1
“
謡
碑
1
6
1
8
“
四
g
-
1
6
1
9

竺

鴎

"
-
1
8
{t
-
腐

~
ご
~
~
~
悶
ご
~
~
ご
~
ご
ご
ご
~
ー
ロ
~
ご
一
二
塁
~
ご
~
~
~
二
＿
＿
~
塁
こ
置
~

:

3

0

:

3

0

:

3

0

3

0

:

{

:

3

:

3

0

g

-

:

9

:

:

3

0

g

:

g

⑳

3

0

:

3

0

:

-

g

:

3

0

：

ー

：

3

0

3

0

-

3

0

3

0

成

成

成

，

成

成

成

成

成

成

成

成

成

・

成

成

成

成

成

成

成

成

成

未

成

成

成

成

成

紋

成

成

成

成

成

成

，

成

成

成

成

成

絨

成

成

成

成

成

故

成

平

平

平

平

平

平

平

一

平

平

平

平

平

平

平

平

平

平

，

平

平

平

平

平

平

平

平

平

更

平

平

平

平

享

平

平

平

平

平

平

平

平

平

平

一

平

平

平

：

平

肉
昭
凶
四
g

1
3
4虚
i1
4
3
m
H
S
m
,
1
5
0
1
5
2
-

困

1
5
5
1
6
9
.
1
5
4
1
6
5
1
6
6
—
-
1
5
1
`
1
6
9
1
1
2
-
m
m

園

1
1
6
1
8
7
-
1
9
1
1
9
2
1
9
4
玉
函
碑
四
碑
＿
2
0
9
2
1
0
2
1
2
2
1
3
-
2
1
7
2
1
8
2
2
0
-
2
2
1
5
磁
一
2
2
1
-
2
2
8

．
 

今
J
〉
、

~
~
a

し

~
9
．
一
、
・
：
＾
、
、
メ
、
~
•
9
~
9
-

―

:
\
し

~
/
4
、
ぐ
~
9
,
、
シ
『
~
、
，
；
~
ヽ
今
·
久
，
．

ヽ

〉

ヽ

久

A
‘
ヽ
~
9
9
/
.
/
9
<
、
＼
→
．
▼
＜
、

r~

• 

`

,

.

：

 

、
、
~
へ
．

、、
J~ 

イ

▲



h 

：っ

：． 
:' 
'~ 

平成30年分の本件各為替差益の額（ユーロ）
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